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税務調査の新しい手順 
 

2025年 2月 14日、財務大臣は PMK-151を発行し、税務調査の手順を更新していま

す。PMK-15は、廃止された PMK（PMK-172, PMK-2563、および PMK-184の第 105

条）の下で適用されていた既存ルールのほとんどを採用していますが、いくつかの修正

も行い、土地・建物税（Pajak Bumi dan Bangunan、以下「PBB」）の調査手順に対す

る統一的なアプローチを定めています。 

 

これらの新しい調査手順は、2025年 2月 14日以降、税務調査開始通知書（Surat 

Pemberitahuan Pemeriksaan、以下「SP2」）が送付される税務調査から適用となりま

す。2025年 2月 14日より前に SP2が送付された税務調査については、従来の

PMKに則った手順が引き続き適用されます。 

 

本 TaxFlashは、PMK-15による変更点すべてを取り上げるものではありませんが、主

な更新点は以下のとおりです。 

 

1. 税務調査の新しい分類   

 

一般に、国税総局（DGT）は、法令遵守状況の確認を目的とした税務調査と、税法

および税規則の規定を実施するその他の目的の税務調査を実施する権限を有して

います。 

 

従来、法令遵守状況の確認を目的とした税務調査は、実地調査、書面調査、具体

的データに基づく調査に分類されていました。しかし PMK-15では、法令遵守状況

の確認を目的とした税務調査が、以下のように新たに分類されています。 

• 包括的税務調査（Pemeriksaan Lengkap） 

• 重点的税務調査（Pemeriksaan Terfokus） 

• 特定の税務調査（Pemeriksaan Spesifik） 
 

 
1 財務大臣規則 2025年第 15号（PMK-15）2025年 2月 14日公布・発効 
2 財務大臣規則 2015年第 184号（PMK-184）2015年 9月 30日公布・発効によって改正された財務大臣規則

2013年第 17号（PMK-17）2013年 1月 7日公布、2013年 2月 1日発効 
3 財務大臣規則 2014年第 256号（PMK-256）2014年 12月 30日公布、2015年 1月 29日発効 
4 財務大臣規則 2021年第 18号（PMK-18）2021年 2月 17日公布・発効 
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包括的税務調査は、これまでの実地調査と同様に、最も一般的な調査形態となり、

納税申告書および・または納税対象通知書（Surat Pemberitahuan Objek Pajak、

以下「SPOP」）の全ての項目を調査対象とします。一方、重点的税務調査と特定の

税務調査は、納税申告書および SPOPの一つまたは複数の項目のみを対象とし

ます。重点的税務調査と特定の税務調査の違いは、重点的税務調査は詳細な方

法で行われるのに対し、特定の税務調査では簡易な方法で行われる点にありま

す。 

 

重点的税務調査の場合、税務調査官が調査対象項目について納税者に対して書

面で通知を行う必要があります。 

 

特定の税務調査については、税務調査官は一時的調査結果協議（Pembahasan 

Temuan Sementara）の実施や SP2送付後の調査目的、納税者の権利義務の説

明を行う最初の面談など、一定の手続きを行う必要がありません。 

 

2. 税務調査のタイムラインの変更  

 

a. 税務調査期間 

 

税務調査は 2つのフェーズに分けられます。 

• テスト期間 - SP2が納税者に送付された時点から、税務調査結果通知書

（Surat Pemberitahuan Hasil Pemeriksaan、以下「SPHP」）が納税者に送

付される日まで 

• クロージング・レポーティング期間 - SPHPが納税者に送付された時点か

ら、税務調査結果報告書（Laporan Hasil Pemeriksaan、以下「LHP」）が最

終化されるまで 

 

包括的、重点的、特定の税務調査におけるテスト期間は、それぞれ 5ヶ月、3ヶ

月、1ヶ月です。クロージング・レポーティング期間は最長 30営業日となります。

従前の実地調査では、テスト期間が 6ヶ月、クロージング・レポーティング期間

が 2ヶ月でした。 

 

グループ納税者に対する税務調査および・または移転価格に関する税務調査

のテスト期間は、最大 4ヶ月間（以前は 6ヶ月）の延長が認められています。 

 

PMK-15はまた、生産物分与契約（Production Sharing Contract 、以下

「PSC」）スキームに基づく納税者に対する石油・ガス関連の所得税の調査期間

については、PSCの実施に関する共同調査を規定する別の財務大臣規則5に

従うことが定められております。 

 

b. SPHPへの書面回答提出期限 

 

PMK-15により、納税者が SPHPを受領してから SPHPへの書面回答を提出

する期限が、最長 5営業日に短縮されました。従前は最長 7営業日に加えて、

最長 3営業日の延長が可能でした。 

 

3. 暫定調査結果に関する議論（Pembahasan Temuan Sementara）の正式化 

 

PMK-15では、税務調査官が SPHPを納税者に送付する遅くとも 1ヶ月前までに、

暫定的な調査結果のリストとともに招待状を納税者に送付して暫定的な調査結果

の話し合いを行うことが義務付けられています。話し合いの際、納税者は補足資料

 
5 財務大臣規則 2023年第 94号（2023年 9月 18日公布・発効）によって改正された財務大臣規則 2018年第 34号

（2018年 4月 4日公布・発効） 
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の提出や、説明を行ったり、証人、専門家、第三者の同席が可能です。税務調査官

は提出された資料、検討結果、納税者の出欠を議事録に記録しなければなりませ

ん。 

 

この追加された手続きにより、納税者は SPHPへの書面回答期間が短縮された分

を補い、税務調査の調査結果への対応時間をより多く確保できる可能性がありま

す。 

 

4. 書類提出 1ヶ月ルールの例外 

 

1ヶ月ルールでは、納税者は税務調査官から要求された書類を 1ヶ月以内に提出

しなければならず、期限を過ぎた書類は税務調査中に提出されなかったものとみな

されます。 

 

PMK-15では、このルールに対して次の 2つの例外を規定しています。。 

• 税務調査官から要求された書類のうち、納税者が第三者から入手できなかった

ものは、税務調査結果最終会議（Pembahasan Akhir Hasil Pemeriksaan、以

下「PAHP」）の議事録への署名前まで提出が可能 

• 税務調査官が要求した書類以外の書類については、PAHPの議事録への署名

前まで提出が可能 

 

5. 税務犯罪予備的証拠に基づく税務調査との関係 

 

PMK-15では、税務犯罪予備的証拠（Bukti Permulaan、以下「Bukper」）に基づく

税務調査または税務犯罪調査が行われている年度については、国税総局が

Bukper税務調査または税務犯罪調査が終了するまで、同一年度の通常の税務調

査を実施しないことを確認しています。 

 

6. 税務調査官の職権による更正 

 

PMK-15では、税務調査官が職権で課税所得を計算する場合、税務調査官は納税

者が要求された書類を提出しなかったか、または不十分に提出したことを立証しな

ければならないと定められています。 

 

7. コアタックスシステムの導入 

 

PMK-15では、税務調査目的の書類提出およびそれに関連する書類への電子署

名について、コアタックスシステムの使用に対応しています。この規則では、SPHP

の納税者への送付、SPHPへの書面による回答の提出は、郵送、宅配便、速達サ

ービスでは行えないことが確認されています。 
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